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キャッシュ・フォー・ワーク（CFW)とは

●災害からの復旧・復興に関する活動
によってしごとを創出し、被災者の生業
を支援する手法。

●海外では国際機関やNGO が実施し
ているケースが多いが、政府機関に
よって担われているケースも

●財源も民間の支援金や公的資金な
ど様々である。 2010ハイチ地震の被災地ポルト―フランスにて

USAIDが実施するCFWでがれき撤去に従事する
被災者たち
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CFWの発展の歴史

●CFWはケインズ型の失業対策とは全く違う文脈で発達を
遂げた手法

●1960年代頃から行われてきたフード・フォー・ワーク（Food 
for Work, FFW)が前身

●飢饉発生時の人道支援手法として、次の飢饉の発生を予
防するための行動を農民に実施してもらうためのインセン
ティブとして食料給付を利用。

●その後、現物よりも現金を用いた支援の有効性が認識さ
れ、CFWが誕生
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キャッシュ・フォー・ワークのメリット

1)個人のエンパワーメントが可能になること

2)地域経済を刺激すること

3)地域コミュニティの資産の復興に資すること

4)(FFWに比べて)管理が容易であること

5)短期的な雇用創出につながること

6)被災者の負債を軽減すること

7)復興への被災者の参加と統合を促すこと

出典：Mercy Corps(2008)
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キャッシュ・フォー・ワークのデメリット

1)自律的な経済復興を阻害する危険性

2)腐敗・汚職が起きやすいこと

3)地域の文化に対して負の影響をもたらしやすい
こと

4)プログラムの対象に高齢者、傷病者、障がい者
などは必ずしも含まれないこと

5)プログラムへの依存を引き起こすこと

6)安全上のリスク

出典：Mercy Corps(2008)
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東日本大震災と緊急雇用
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有効求人倍率の推移 新規就職者数の推移

建設業
運輸業・
郵便業

製造業
卸売業、
小売業

岩手 12.9 21.4 -12.7 -2.3
宮城 58.3 -14.4 -13.7 -3.0
福島 29.2 32.4 0.4 5.8

2012年12月の主要産業別新規求人数（対前年同月比）
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緊急雇用に支えられた被災地の雇用環境

2011年3月～2012年12月末の累積新規就業者(271,956)に占める
雇用創出基金事業就業者の割合
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福島県絆づくり応援事業・被雇用者アンケート調査

●仮設住宅等の運営体制を強化することにより、避
難者同士や地域住民などとの絆づくりを図るとともに、
雇用を通じた避難者・失業者への経済的支援を行う
ことを目的とした事業（福島県HPより抜粋）

●平成23年度5,855人の雇用実績、平成24年度もほ
ぼ同規模で実施。

●県内を６つのエリアにわけ、それぞれのエリアにつ
いて就職支援会社に事業実施を委託。被災者を雇
用し、被災市町村からの依頼に基づき、業務を請負。

●アンケートは２０１２年度４月に実施。1,133人に配
布し、８９４人から回答。
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震災前の仕事を続けられなかった
理由(N=414)

１．絆事業は被災失業者のセーフティネットとして
一定の機能をしている。

震災以前の就業 (N=894)
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避難生活の有無(N=877)

２．絆事業は原発避難者の就業機会の確保に
貢献している
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震災前の就業経験（N=868)

３．絆事業の被雇用者と業務のマッチングはある程
度機能している。

絆事業での採用業務（N=845)
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絆事業に対する評価（N=894）

４．絆事業によって多くの労働者が精神的な充足を
得ている。
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5. 課題

１．地域コミュニティへの配慮の必要性
‒ 有償労働がコミュニティの自主性を阻害する危険性

‒ 先行研究の指摘が当てはまる

２．労働者に対してのケアの必要性
‒ 被災者が被災者をケアすることの心理的負担

‒ 放射線測定業務に被爆の不安を感じながら従事する労働者

３．就職支援会社・行政の対応の改善
‒ 被災失業者に対する蔑視的な態度や扱い
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労働者の精神的充足を高める要因

１．避難生活を送って
いること

２．震災前に正社員と
して働いていたこと

３．「福島の復興に貢
献したい」「新しい経
験やスキルを獲得し
たい」といった動機が
あること

４．被災者との接触の
機会があること

５．教育・指導を受け
る機会があること
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まとめ

１．CFW（緊急雇用）は被災地の雇用と経済をかなりの程度
下支えしている。また、復興のためにこれらの雇用は欠くべ
からざる戦力になっている。

２．CFW（緊急雇用）は被災者の経済的支援だけでなく、被
災者の精神的な支援にも効果を発揮している。

３．次の巨大災害に向けた常設の制度の必要性。とりわけ
「雇用対策」から「災害対策・復興対策」への転換が必要。


